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論文内容の要旨
問題提起 
わが国は、昭和30年代後半の本格的な高度経済成長期に伴い、労働力の都市集中による核家
族化が進行し、元来、両親やきょうだい、近隣、地域住民の人々の援助を得ながら地域の中で
なされてきた子育ての営みは、社会で担う方向へと変化してきた。さらに、女性の晩婚化、未
婚化の増加により少子化が進行するとともに共働き世帯数は増加し、保育所入所へのニーズは
増大の一途を辿っており、社会的保育の必要性は高まっている。ところが大都市圏では、保育
所への入所を希望しても入所できない待機児童が多く存在しており、保育所の需要増に供給が
追いついていない。待機児童の解消は社会問題となっており、政策の重点課題となっている。
待機児童の約８割は３歳未満児であり、その時期は人間形成の基礎をなす重要な時期であるた
め、３歳児未満の社会的保育の質の確保は喫緊の課題となっている。 
わが国の子育て支援策として政府は、1998年以降の保育所設置に関わる主体制限の撤廃、保
育所の開所時間の延長や定員超過入所の拡大、短時間勤務保育士の割合の拡大など様々な規制
緩和策を打ち出した。しかし、こうした早急な保育所の拡大は、保育の質の低下を招くのでは
ないかという懸念もあり、様々な視点から論議を呼ぶ結果となった。2015年度から本格的なス
タートをめざしている「子ども・子育て支援新制度」では、企業やNPO法人なども保育の実施
主体となるため、多様な基準・条件による保育の乱立は必至であり、保育の量的な拡大の必要
性とともに、「保育の質」の担保が重要な課題である。 
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３歳未満児を対象とした、少人数保育の家庭的保育は、保育事業としては60年以上の歴史が
ある。法定化に際しては2004年から本格的な研究・検討を重ね、３歳児未満児保育としての質
の担保、労働条件の整備などが進められ、2008年に法定化された。2010年の施行後は国庫補助
事業として開始した自治体が２年間で倍増し、家庭的保育者数も2009年度に比べ約２倍に増加
しており、待機児童対策という面で期待されている。しかし、家庭的保育は３歳未満児が健康
生活を営むための保育のあり方として、家庭的な保育環境で、個別性に配慮しながらきめ細か
な保育を行うということの意義が大きい。 
子どもは、日中の生活の大半を保育施設で過ごすため、保育の担う役割は重要である。３歳
未満の時期は、生涯にわたる健康生活の基礎づくりの時期でもある。個人差の大きいこの時期
は、とくに、一人ひとりの発達をふまえた丁寧な保育が求められる。 
近年の子どもの生活を鑑みると、健康生活の基盤となる、睡眠、食事、運動の生活習慣に大
きな課題がある。睡眠習慣においては、わが国の３歳未満児の睡眠時間は、世界17か国の中で
最も短時間であり、また、遅寝の傾向にある。遅寝、短時間睡眠の身体への影響は実証されて
おり、すでに３歳未満の時期からみられる問題は、加齢と共に顕著になる傾向がある。 
社会的保育の役割として、家庭や保護者支援が謳われているが、日中保育が家庭に連続し、
家庭と連携して子どもの健康生活を保障することが重要である。そのための社会的保育のあり
方を検証することは、多様な保育の時代を迎えるわが国の課題でもある。 
論文の目的 
社会的保育施設の供給主体である保育所保育児の生活実態に関する研究は、これまでに数多
く実施され、問題や課題が示されてきた。しかし、保育所と同等の通所要件をもちながら、保
育環境が保育所と全く異なる少人数保育の家庭的保育児の健康生活に関する実証的な研究は、
その必要性が提唱されてはいるものの、未解明のままである。 
本論文では、従来未解明であった家庭的保育の生活習慣について、実証的調査をもとに社会
的保育施設の供給主体である保育所の生活習慣と比較、検証し、３歳未満児が健康生活を営む
ための社会的保育のあり方について、健康・幸福な暮らしを追究する健康福祉学の視点から論
証することを目的とした。 
研究の概要 
本研究は、家庭的保育と保育所の保育内容や家庭的保育児と保育所保育児の生活習慣などに
ついて広域調査(全国的)を実施し、量的な研究方法から健康生活を支える「睡眠習慣」、「食習
慣」、「運動習慣」を比較・検証した。さらに、その結果をふまえ、質的な研究方法から、３歳
未満児の健康生活を支える家庭的保育者や保育所保育士、家庭的保育児母親、保育所保育児母
親による子どもへの日中保育における生活習慣形成支援について、半構造化面接法により検証
し、合計10編の研究に取り組んだ。 
研究１，２では、従来未解明であった家庭的保育児と３歳未満児の保育所保育児の生活習慣
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に関する広域調査をそれぞれ実施し、年齢別、性別に生活習慣を把握・分析することにより、
健康生活の課題を見いだした。その結果、睡眠習慣については、家庭的保育児、保育所保育児
は共に、平均就寝時刻は幼児期に必要とされる21時前就寝には及ばなかった。睡眠時間につい
ては、家庭的保育児は、幼児期に必要とされる夜間10時間以上睡眠が約４割～６割いることが
明らかとなった。食習慣については、朝の排便習慣が家庭的保育児は約５割～６割、運動習慣
については、帰宅後のあそび場としての公園利用が家庭的保育児は約７割いること等が明らか
になった。 
研究３では、家庭的保育と保育所の保育実態を比較・検証した。家庭的保育と保育所の開室
（所）時間については、家庭的保育は保育所より遅く開室し、早くに閉室するという保育形態
で、約２時間の差があった。しかし、研究４の家庭的保育保護者による保育の意識調査では、
保育時間や保育内容の満足度は80％～90％の高率であった。また、保護者の約９割は、家庭的
保育者に子育て相談をすると答えており、子育てのサポーターとしての家庭的保育者の存在が
明らかになった。 
研究５では、家庭的保育と保育所の体調不良による病欠席率を比較した。その結果、家庭的
保育は、保育所より1.6倍～３倍低率であることが明らかになった。 
研究６では、家庭的保育児と保育所保育児の生活習慣について比較・分析した。就寝時刻に
ついては、家庭的保育児と保育所保育児との有意差は認められなかった。有意差（p<0.05，p<0.01）
が認められた項目は、家庭的保育児は、保育所保育児より①夜間の睡眠時間が長時間であり、
②健康生活の目安である夜間10時間以上の睡眠を満たしている子どもが多く、③起床時の機嫌
がよく、④朝食開始時刻が遅く、⑤朝の排便率が高率で、⑥保育室に通うために家を出る時刻
が遅く、⑦家庭的保育室に通う方法として、車以外が多く、⑧帰宅後の遊び場として、公園利
用の割合が多く、⑨家庭での遊び時間が短時間で、⑩テレビ・ビデオ視聴時間も短時間であっ
たこと等が明らかになった。 
研究７～10では、研究１～６をふまえ、日中保育における生活習慣形成支援について、半構
造化面接法による質的な研究を行った。 
その結果、日中保育の生活習慣形成支援の方法や家庭生活などについて、家庭的保育と保育
所の差異が明らかとなった。家庭的保育は、保育児の家庭環境と類似した家庭的雰囲気の中で、
トラブルが少なく、感染が少ない安定した生活環境の下、同じ保育者の日々一貫した支援によ
り行われていた。家庭的保育児の生活習慣形成支援は、個々の遊び心を満たす遊び環境の中で、
遊びを通して育まれるプロセスであり、個々のペースを尊重した生活習慣形成支援がなされて
いた。これは、保育児が３名までという少人数保育であることと、保育計画がある程度融通の
利く家庭的保育ならではの特徴によるものであった。また、保育補助者や家庭的保育者の家族、
近隣の住民、保育室の卒業生など、子どもの遊びや生活を支える様々な人的環境があり、家庭
的保育は地域に根差している保育の場であることが示された。加えて、このような人的環境は、
密室保育を防ぐ一助となっていることが示唆された。 
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帰宅後の家庭での遊びは、室内玩具での遊びや、この時期の特徴的な探索遊びがみられ、日
中の保育室での遊び経験が家庭にも連続していた。また、広域調査で明らかになった家庭での
テレビ・ビデオ視聴時間が短時間であることの背景には、このような家庭的保育室での遊び経
験の連続性や、買い物などの生活活動に時間を費やしていることが推察された。 
一方、保育所保育士の支援プロセスは、交代勤務による認可保育所ならではの基準を満たし
た生活習慣形成支援に努め、個々の健康的な生活習慣の確立に向けて、排泄習慣や衣服着脱、
清潔習慣支援など、集団内における個々の基本的生活習慣形成支援がなされていた。家庭にお
いては、「起床から登園までの慌ただしい時間」や、帰宅から「就寝までの慌ただしい時間」で
生活している現況が示され、家庭での遅れがちな生活リズムは否めなかった。母親は、集団内
で確立される健康的な生活習慣形成を好ましく思い、生活習慣形成支援を保育所に頼る姿がみ
られた。保育士からは、生活習慣形成過程で、昼食時刻や午睡時刻など保育所内で決められた
時刻に合わせるために、遊びを中断しなければならない「集団内の生活リズム同調」や「困難
な休日明けの生活リズム調整」など、集団内での生活習慣支援に懸念する声も示された。 
以上により、保育者の居宅で行われる３名以下の子どもを対象とした保育補助者設置の家庭
的保育は、体力や抵抗力が少ない３歳未満児が健康生活を営むための社会的保育のあり方とし
て、示唆に富む保育であることが明らかとなった。 
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博士論文審査の要旨
Ⅰ．論文審査の要旨
1. 博士論文等の審査
審査委員会は「博士課程の学位論文審査等に関する内規」第 15 条に基づいて博士論文等
審査を下記のように実施した。
(1) 公開試問
公開試問は平成 27 年 1 月 10 日(土)13 時半～14 時半に実施された。次に記す博士論文の
内容発表後、その内容と関連事項について質疑応答が行われた。公開試問での発表は博士論
文としての学術レベルを満たすものであった。質疑においても、その回答は的確であり、十
分な学識が認められるものであった。
(2) 審査委員会
審査委員会は、公開試問の終了後、別紙において博士論文の可否を審査した。その結果、
審査委員全員一致で論文内容は学位論文として価値あるものと判断し、この結果を研究科委
員会に報告することとした。
2. 博士論文の内容と成果
(1) 論文構成
本論文は、7 章から構成され、本文 454 頁、資料 10 頁(文字 11 ポイント、40 行×38 字)
から成っている。
(2) 論文の内容
○先行研究と研究課題
本研究に関わる先行研究は、1947 年であるが、その本格的な研究は 2000 年以降と比較的
新しい。今日学界及び保育現場での課題は、共働き世帯が増加する中で施設保育と家庭的保
育における 3 歳未満児の健康生活の実態把握し、どの保育形態が子どもの成長発達にとって
効果的なのかを検証することにより具体的な保育形態のモデルを提示することである。
○本論文の目的
本研究の目的は、従来学界及び医療、保健、福祉の現場における 3 歳未満児の健康生活に
関して、未解決の課題に応えるため保育所児と家庭的保育児の比較及び保護者、保育者の比
較を通して課題解決のための理論仮説を提示することにある。
○研究方法
  本研究は、3 歳未満児の生活習慣の実態の把握に関しては質問紙法による統計的手法を用
いて比較分析を行っている(量的把握)。また、3 歳未満児の生活習慣形成に関わる家庭的保育
者、保育士、保護者に関してはインタビュー法を採用し、その分析にあたってはグランデッ
ド・セオリー・アプローチ(M－GTA)を用いている(質的研究)。
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 ○結果
  研究結果は、以下の点に絞られる。第 1 点目は、3 歳未満児の健康生活の実態は、家庭的
保育児の方が保育所保育児に比べ概ね睡眠習慣、運動習慣、食習慣が形成されていることを
実証的に明らかにした(量的研究)。
第 2 点目は、3 歳未満児の生活習慣形成については、①家庭的保育の保育者は、3 歳未満
の時期に必要な生活習慣や生活リズムが個々に形成されると考えており、家庭的保育に預け
る母親もわが子に必要な生活習慣が確立されていると考えていることが明らかにされた。②
保育所の保育士は、集団内での個々の生活習慣形成支援につとめ保護者からも集団でわが子
の生活習慣形成がなされていることに安心感を覚えていた。(質的研究)。
(3) 実践への寄与と成果
○研究結果で得られた知見は、家庭的保育を受けている子どもの健康福祉学的視点から 3 歳
未満児の生活習慣が概ね良好であることや、家庭的保育に関する保護者や保育者の満足度が
高いことが示された。
○成果
本研究は、この領域を代表する幼少児健康教育学会における積年の研究課題であった 3 歳
未満児の生活習慣の実態、その形成プロセスを基に理論仮説を提示した点において高く評価
することができる。
○課題
本研究を通して得られた理論仮説を一般化していくことが課題である。 
Ⅱ．諮問の結果の要旨
1. 公開試問
公開試問は平成 27 年 1 月 10 日(土)13 時半～14 時半に実施された。発表は論文の内容を簡
素にまとめ、発表資料とパワーポイントを用いて理路整然と説明を行った。発表の内容、方法、
及び質問に対する回答については、十分学術発表としてのレベルを満たすものであったと評価
できる。
2. 最終試験
公開試問終了後に、博士論文の内容及びこれに関連する学問領域について、審査委員会によ
る最終試験を行った。各委員から出された質問に対して的確に回答し、長年にわたる研究実績
を窺わせるものであった。その結果から博士の学位取得に相応しい学識を有するものと判断し
委員全員の一致で合格と認めた。
